
Ⅰ．問題の所在

１．報告の趣旨

東日本大震災直後から、税財政の課題は、３
つに分かれました。第１が災害への即時対応、
第２が復興財源の確保です。そして第３が、震
災以前から懸案となっていた中期的課題にとり
くむことです。本日は、この第３の課題のひと
つとして、法人税制の国際的側面を考えます。

これから、日本国内の成長機会は、小さくな
っていきます。日本企業が業績を伸ばすには、
リスクをおそれず、海外の経済成長を取り込ま
ざるをえません。実際、２０００年から２０１０年にか
けてのアンケート調査によると、海外売上高の
比率の高い企業ほど、今後の需要見通しを強気
に見積もっています（『平成２３年度経済財政白
書』１４３頁（２０１１年））。足元でも、日本企業に
よるアジア企業の M&A は１～８月で１４３件に
達し、市場拡大が見込めるアジアに海外戦略の
軸足を移す傾向が明らかになっています（日経
新聞２０１１年９月６日）。いまのところ米欧の二
極ともに経済が不振で（内閣府「月例経済報告
（平 成２３年８月）」６－８頁（２０１１年））、こ の

状況がいつまで続くかわかりませんが、中期的
展望として成長を見込めるのが新興国市場であ
ることは、ほぼ間違いがないでしょう。

この中で、法人税制のあり方として、国外所
得の扱いがますます重要な領域になってきます。
そこで、報告の論題は「内国法人の全世界所得
課税とその修正」としました。日本法は、内国
法人の全世界所得に課税します。この課税原則
について、近年、修正の度合いが強くなってき
ています。これが今後どういう方向に向かうの
か。これは、日本経済にとって重要なだけでな
く、理論的にも興味深い問題です。
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２．用語の定義

本日の報告では、次の意味で言葉を用います。
＊「源泉地ベース」の課税という言葉を、経済

的な意味で用います。たとえば、トヨタが日
本国内に工場をおいて事業収益を得るという
とき、これにかかる法人税は、「源泉地ベー
ス」の課税です。これは、法律上の構成とは
違います。法律上、内国法人は、個人居住者
と同様、無制限納税義務を負います。これが、
全世界所得課税というときの法律上の前提で
す。しかし、会社は事業を行うためのアレン
ジメントであり、さまざまなステークホール
ダーの結節点です。会社の背後には内外の投
資家がいます。そこで、法律上の構成を一歩
離れ、経済的な言葉遣いをすれば、外国投資
家との関係で、日本の法人税は「源泉地ベー
ス」の課税である、ということができます。

＊「国外所得」という言葉を、広い意味に用い
ます。法律上、外国支店と外国子会社は、そ
れぞれ異なる課税ルールに服します。しかし、
いずれの組織形態をとっても、親会社の支配
に服することに変わりはありません。完全子
会社の場合には、とりわけそうです。ですか
ら、国外所得の課税を検討するにあたっては、
外国支店と外国子会社をあわせて考えること
が必要です。そこで、以下で「国外所得」と
いうとき、内国法人の外国支店が稼得する所
得だけでなく、外国子会社が稼得する所得も
含めた意味で、広くイメージしておきます。

Ⅱ．日本法の展開

はじめに、日本法がこれまでどう展開してき
たかを、簡単におさらいしておきましょう。

１．外国子会社の能動的所得に対する
課税繰延

内国法人の全世界所得課税という原則には、
当初から、大きな修正が加えられていました。

子会社形態で外国に進出し、能動的所得を稼得
すれば、日本での課税が繰り延べられていたの
です。

昭和２８年度税制改正（１９５３年）で、はじめて
外国税額控除が導入されます。そして、昭和３７
年度および３８年度税制改正（１９６２－６３年）に、
これが整備されていきます。当時の考え方は、
日本企業の海外経済活動を後押ししようという
もので、納税者にもたらす利益をできるだけ手
厚くする方向で制度設計されていました。この
中で、外国子会社について間接外国税額控除が
導入され、控除限度額について一括限度方式が
設けられました。

ここで重要なのは、全世界所得課税に大きな
例外が存在したことです。全世界所得課税です
から、内国法人が海外に支店形態で進出する場
合や、海外から投資収益を稼得する場合には、
所得の発生時に日本の法人税がかかります。し
かし、これには大きな例外があり、外国に子会
社形態で進出する場合には、その子会社の稼得
する所得は、日本に送金されるまでは課税の対
象となりません。この構造を前提としたうえで、
子会社所得が配当の形で日本にやってきた時点
で、外国税額控除を与えていたのです。外国税
額控除は、配当にかかる源泉税だけでなく、子
会社の納付した法人税でその配当に対応するも
のをも、対象にしていました。

その後、昭和５３年度税制改正（１９７８年）で、
タックス・ヘイブン対策税制が設けられました。
特定外国子会社が軽課税国に所得を貯め込むと、
日本への送金を待たずして、その留保所得がす
ぐさま日本の支配株主に対して課税されるよう
になりました。しかし、現地に事業の実態があ
る場合には適用が除外されましたから、結局、
外国子会社が能動的所得を稼得しても、日本で
の課税は繰り延べたままでした。

２．平成２１年度と２２年度の税制改正

このように、全世界所得課税のたてまえは当
初から修正されていたわけですが、これにさら
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に修正を加えたのが、平成２１年度税制改正
（２００９）です。間接外国税額控除を廃止し、そ
の代わりに、外国子会社から受ける配当を益金
不算入としました（青山慶二「わが国企業の海
外利益の資金環流について―海外子会社からの
配当についての益金不算入制度―」租税研究７１０
号１２７頁（２００８年））。

この修正は、「内国法人の全世界所得課税」
というたてまえをくつがえすものではありませ
ん。子会社配当以外のポートフォリオ配当や、
外国子会社から受け取る利子や使用料などは、
これまでと同様に全世界所得課税に服します。
しかし、子会社配当という特定のルートを通っ
て国内環流する部分については、これまでは課
税を繰り延べていただけのところが、いまや恒
久的に非課税となりました。その限りで、全世
界所得課税というワールドワイド方式から、領
土内課税というテリトリアル方式の方向に、一
歩を進めたということができます。

２年前の租研大会で、当時の大矢俊雄参事官
は、外国子会社配当益金不算入の導入は中期的
なロードマップの第一歩であると述べておられ
ました。そして、国際課税全般の見直しの中で、
外国子会社合算税制のあり方も総合的に検討す
べきであると指摘されました（日本租税研究協
会『税財政の今後の課題と展望 日本租税研究
協会創立６０周年記念租税研究大会記録』７８頁
（２００９年））。たしかに、外国子会社の行う配当
と内部留保は表と裏の関係にありますから、配
当と内部留保の取扱いはパッケージで考えなけ
ればなりません。とりわけ、配当しても日本で
非課税になるのなら、配当せずに内部留保する
ことが不当な課税繰延だという説明は、スト
レートな形ではやや難しくなります。こうして、
外国子会社合算税制の設計思想にも影響が及び
ます。

平成２２年度税制改正（２０１０年）は、外国子会
社合算税制を改正しました（青山慶二「外国子
会社合算税制について―わが国の改正と英国と
の比較検討―」租税研究７３１号１８８頁（２０１０年））。

トリガー税率を２０％に引き下げたことや、地域
統括会社を適用除外としたことなど、企業の事
業展開に影響をもつ改正です。特に注目すべき
点として、特許権の使用料や債券の利子などの
資産運用的な所得について、日本親会社の所得
に合算して課税することにしました。つまり、
適用除外要件を満たす場合であっても、特定外
国子会社の稼得する受動的所得は日本で課税す
る。こうすることで、「受動的所得については
軽課税国への付け替えを許さないぞ」というポ
リシーを、明確に採用したことになります。

ちなみに、名称の問題として、２０００年７月の
税制調査会の答申あたりまでは、「タックス・
ヘイブン税制」といっていました（税制調査会
『わが国税制の現状と課題―２１世紀に向けた国
民の参加と選択』３５１頁（２０００年））。その後、「外
国子会社合算税制」という呼び方がいつ一般的
になったか、正確なところを私は知りません。
少なくとも、２００２年６月の税調答申では、「外
国子会社合算税制」と呼んでいます。以下では、
外国子会社合算税制といいます。諸外国の制度
を紹介するときには、CFC 税制といいます。
呼称の変更が趣旨の変更と関係するという見方
もありますが（日本公認会計士協会税制調査会
研究報告第２１号『タックスヘイブン対策税制か
ら外国子会社合算税制へ―問題点の分析と提言
―』２頁（２０１１年））、ここでは立ち入りません。
ちょうど２０００年ごろから、OECD が「有害な
税の競争」に対する対抗運動として、タックス・
ヘイブンを具体的にリストアップしはじめてお
り、その作業との関係で、タックス・ヘイブン
という用語が情報交換や透明性の欠如という特
定の要件を満たすものに限られるようになって
います（増井良啓「租税条約に基づく情報交換
―オフショア銀行口座の課税情報を中心として
―」金融研究３０巻４号（２０１１年、掲載予定））。

３．企業の動き

平成２１年度改正の前後で、企業の動きはどう
なっているのでしょうか。今年の経済財政白書
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は、ここ１０年の対外直接投資の動きを、次のよ
うに分析しています（『平成２３年度経済財政白
書』１４９頁（２０１１年））。すなわち、
＊２０００年代において日本の直接投資収益は増加

した。その内訳を再投資収益と配当金に分け
ると、もともとは配当金の割合が高かったも
のの、現地での旺盛な投資需要に応える形で
次第に再投資に回る分が増加し、２００８年には
両者が半々ずつとなった。しかし、２００９年に
なると直接投資収益が全体として減少する中
で、配当金の割合が大幅に高まった。これは、
「リーマンショック後における海外での投資
機会の縮小に加え、２００９年度税制改正による
外国子会社益金不算入制度が影響している可
能性がある。この傾向は２０１０年に一層顕著に
なり、直接投資収益の大部分が配当として環
流している。」と述べています。

＊日本企業の配当金の国内環流が少ないという
指摘があるけれども、実際には、直接投資収
益における配当金の割合は高い、というので
す。
以上を要するに、世界金融危機のあおりをう

けて、対外直接投資から得られる収益は減って
いる。しかし、その内訳をみると配当金の割合
が増えている。これが白書の分析です。

では、国内に環流した配当金はどう使われて
いるか。２０１１年７月１９日の日経新聞は、経産省
のアンケート調査を紹介しています。それによ
ると、今後３年から５年の使い道として、研究
開発・設備投資が４４％、借入金返済が２６％、株
主配当が１９％、従業員への報酬・教育訓練が
１６％（複数回答可）、ということです。同じ数
字は、『通商白書２０１１』１８４頁にも、経産省実施
の海外事業活動調査（２００９）の引用として、示
されています。実際にどう使われ、どういう経
済効果があったかは、これから本格的に実証分
析により検証すべきところでしょう。

４．法人税率のレベル

一連の改正の背景になっているのが、各国と

比較した場合の日本の法人税率の相対的なレベ
ルです。スライドに、今年１月の段階で法人税
率を比較したグラフを財務省のホームページか
ら引用しました。各国の法人税率が一般的に引
き下げられてくる中で、日米の法人税率が高止
まりしています。

いうまでもなく、多国籍企業の意思決定は、
法人税だけでなく、人件費や為替レートなど、
いろいろな要素に影響されます。また、法人税
といっても、税率だけで納税額が決まるわけで
はなく、課税ベースが小さければ納税額は小さ
くて済みます。日本は平成１９年度改正（２００７年）
で減価償却を寛大なものにしていますし、各種
の特別措置により加速償却や特別税額控除が利
用できることもあります。こういった事情はあ
りますが、法定税率は直感にアピールしやすく、
企業の意思決定に影響を及ぼす可能性がありま
す。

子会社の配当政策の例で考えてみましょう。
東京に本社のある会社に適用される税率が４０％
で、海外子会社に適用される税率が２５％である
と仮定します。平成２１年度改正前、子会社が配
当を行うと、日本の親会社の益金に算入してい
ました。日本の税率が外国よりも高いため、間
接外国税額控除がフルに利用できたとしても、
税率差の１５％分だけ、追加的に課税される可能
性がありました。これに対する根本的な対応は、
日本の税率を引き下げて２５％にすることです。
そうすれば、配当に伴う追加的な課税はほとん
どなくなります。そもそも、投資先の決定にあ
たり、外国でも日本でも同じ２５％の課税ですか
ら、いずれかが有利になることもありません。

平成２１年度改正は、法人税率をそのままにし
て、受取配当を益金不算入としました。これに
よって、配当するか否かについての選択に、法
人税がバイアスを与えることはなくなりました。
けれども、税率の内外格差は、依然として残り
ました。そうである以上、環流した資金を用い
て日本国内で投資をするか、海外投資に振り向
けるかという選択について、なお税制のバイア
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スが残っています。この中で、平成２３年度税制
改正大綱は、国税と地方税をあわせて法人税率
を５％引き下げることを提案しました。この改
正案は６月の段階で法律とならず、今日に至っ
ています。このような状況の下で、現在、日本
の法人税をどの方向にもっていくべきかが問わ
れているのです（吉村政穂「諸外国における法
人税改革の状況と評価」税研１５５号２９頁、３１頁
（２０１１年））。

Ⅲ．諸外国の動向

次に、法人企業の稼得する国外所得の扱いに
ついて、諸外国の税制がどうなっているかを、
かいつまんでお話しします。

１．外国税額控除か国外所得免除か

国際的二重課税排除の方式として、国際的に
認知されている方式は、外国税額控除方式と国
外所得免除方式です。OECD モデル租税条約
も、２３A 条と２３B 条でこの両方式を並記し、各
締約国がいずれかを選択してよいとしています。

各国の税制は、このいずれかに軸足をおきつ
つ、方式を組み合わせています。Hugh Ault and
Brian Arnold, Comparative Income Taxation :
A Structural Analysis（Kluwer Law Interna-
tional, ２０１０）は、９つの産業先進国の所得税制
を構造的に比較した、定評のある書物です。比
較の対象は、日米のほか、英仏独蘭加豪、それ
にスウェーデンです。同書によると、いずれの
国も、両方式を組み合わせています。おおまか
にいって、ポートフォリオ投資については外国
税額控除をとり、直接投資については国外所得
免除をとっています。

その組み合わせのやり方が、国によってかな
り異なっているわけです（同書４４８頁）。外国税
額控除方式を最も広く利用しているのが、米国
です。これに対し、欧州大陸の諸国やオースト
ラリアは、国外所得免除の特徴をより強く有し
ています。カナダが中間に位置し、英国は近年、

国外所得免除の方向に動いています。日英はこ
れまで外国税額控除のみを用いるほうに近かっ
たのですが、２００９年に外国子会社益金不算入制
度を導入し、世界的に注目を浴びています。

２．テリトリアル方式の比較

２０１１年５月２４日に、米国下院の歳入委員会で、
国外事業所得の課税について公聴会がありまし
た。この公聴会に、両議院税制委員会（Joint
Committee on Taxation）が資料を提出しまし
た。この資料は、各国の国外所得免除のやり方
をテリトリアル方式と呼び、その概要を比較検
討しています（Joint Committee on Taxation,
Background and Selected Issues Related to
the U．S．International Tax System and Sys-
tems That Exempt Foreign Business Income,
JCX―３３―１１, May２０,２０１１）。

お手元のスライドは、その情報の一部を抜き
書きしたものです。
＊カナダ。日本のルールに近いところに位置し

ているのが、カナダです。日本が外国子会社
配当を益金不算入にしたのは最近ですが、カ
ナダでは１９６０年代のカーター報告書のころか
ら議論があり、１９７６年に現行制度の骨格がで
きています。その後、負債利子費用の控除を
制限する提案がされるなど、長い論争が続き、
２００８年に諮問委員会の報告書が出て、今日に
至っています（Sandra Slaats and Penny
Woolford, The Evolution of the Interna-
tional Tax Rules, Canadian Tax Journal
（２０１０）Vol．５８（Supp．）２２５）。

＊フランスとオランダ。フランスやオランダは、
伝統的なテリトリアル方式の国々です（中里
実「フランスにおける国際的二重課税排除措
置」『国際取引と課税―課税権の配分と国際
的租税回避』２頁、１４頁（有斐閣、１９９４年、
初出１９９１年））。子会社配当のみならず、子会
社株式を譲渡した場合の譲渡損益を課税の対
象から除外しますし、外国支店の稼得する能
動的所得を課税の対象から除外する例があり
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ます。オランダに至っては、CFC 税制すら
有していません。これはだいぶ徹底していて、
持株会社を誘致して資本の通過拠点となるお
国ぶりが出ています（増井良啓「持株会社の
課税をめぐる二、三の問題」商事法務１４７９号
７９頁、８１頁（１９９８年））。

＊英国。近年大きく動いたのが、英国です。２００９
年の改正で、外国配当を非課税にしました。
日本と似ていますが、異なる点もいろいろあ
ります。ポートフォリオ株主の受け取る配当
も非課税としています。小法人には適用しま
せん。グループ内負債について発生する利子
費用の控除についても、ワールドワイド・デ
ット・キャップという制限があります。いず
れも、EU 法に適合するための改正という要
素があります。英国はその後も、大きな改正
を打ち出しています。スライドに記した公聴
会の資料では「検討中」となっていますが、
外国支店についても非課税とすることに踏み
切りました。また、CFC 税制を組み替えて、
外国子会社と外国支店を一括して対象にした
うえで、人為的に付け替えた所得を合算する
しくみにしようとしています。さらに、法人
税率をさらに引き下げることや、いわゆるパ
テント・ボックスの提案を行って、企業の立
地条件を改善しようとしています（http : //
www．hm―treasury．gov．uk/corporate_tax_
reform．htm）。

＊米国。米国の状況については、日本でも先行
研究の多いところです。私の見るところ、米
国の政策論議の特色は、ふたつの陣営が真正
面から対立している点にあります（増井良啓
「米国両議院税制委員会の対外直接投資報告
書を読む」租税研究７０８号（２００８年）２０３頁）。
一方の陣営は、全世界所得課税を純化し、子
会社留保所得を例外なく発生ベースで課税せ
よといいます。他方の陣営は、欧州大陸の国々
のようなテリトリアル方式へと向かえ、外国
子会社から受け取る配当や、外国支店に帰属
する所得は、課税免除せよといいます。現行

法に問題があることについては、両陣営の間
に合意があります。しかし、処方箋が１８０度
違う方向を向いています。両陣営がじりじり
と対峙したまま、現実には、抜本的な改正に
はつながっていません。米国で現実化したの
は、時限措置です。２００４年には時限立法とし
て、外国子会社からの受取配当を８５％非課税
としました。内国歳入法典９６５条です。その
結果、２００４年に被支配外国法人を有していた
９７００社のうち、８４３社が非課税措置を利用し、
環流額３６２０億ドルのうち３１２０億ドルが非課税
とされました（M．Mendel Pinson and Mela-
nie Shanley, Effects of ２００４ Int’l Tax Holi-
day, Recommendations Going Forward, Tax
Notes, August ２２, ２０１１, note９による）。た
だし、その多くは自社株の買い戻しに用いら
れたといわれており、当初の立法目的どおり
米国内の雇用拡大につながったのか、議論の
あるところです。最近もまた、同種の配当非
課税措置の提案がされており、論壇をにぎわ
せています（Kenneth J．Kies, A critique of
the CRS Report on repatnation, Tax Notes,
August １５, ２０１１, ７３７）。２０１１年９月６日には、
上院財政委員会の公聴会のために、両議会税
制委員会が報告書を提出し、国際通商に関す
る経済データや、クロスボーダー所得に対す
る米国の現行課税ルール、テリトリアル方式
と完全合算方式（full inclusion tax system）
について論じています（Joint Committee on
Taxation, Present Law and Issues in U．S．
Taxation of Cross―Border Income, JCX―４２―
１１, September ６,２０１１）。

Ⅳ．若干の指摘

以上をふまえ、若干の点を指摘します。

１．理論的枠組のゆらぎ

�１ 伝統的な対立図式―CEN対 CIN
私が研究者として最も興味をひかれるのが、
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伝統的な理論枠組がゆらいできている、という
ことです。

伝統的に、全世界所得課税を基礎づける理屈
は、資本輸出の中立性（CEN）にありました。
これは、Peggy Musgrave 教授の定式化により
ます。CEN とは、どこで所得を稼得したとし
ても投資家の資本所得が同じ合計税率で課税さ
れるという基準です。異なる場所で稼得された
所得を等しく課税することによって、場所の違
いによる税制上のインセンティブを除去するの
です。CEN の下で、企業は税引前リターンが
最大になる場所に投資することになり、世界的
にみた生産効率性が達成されます。

CEN に対置されてきたのが、資本輸入の中
立性（CIN）です。これは、投資家の所在地に
かかわらず投資が等しい合計税率で課税される
という基準で、効率的な貯蓄を促進する基準で
す。これを達成するには個人所得税率の調和が
必要ですが、実際には各国の政策が貯蓄者のリ
ターンに影響してしまいます。そのため、CIN
よりも CEN のほうが優位である、といわれて
きました（Michael J．Graetz, Foundations of
International Income Taxation １９―３９（Founda-
tion Press,２００３））。

�２ CENに対する学術的批判
このような伝統的な対立図式に、近年、変化

が生じています（浅妻章如「海外子会社（から
の配当）についての課税・非課税と、実現主義・
時価主義の問題」フィナンシャル・レビュー９４
号９７頁、１１８頁（２００９年））。

CEN の考え方に対して、学術的批判が強ま
りました。批判には、いくつものレベルがあり
ます。

たとえば、CEN の分析枠組は、「ホーム国が
外国所得を課税することが外国企業に影響を与
えない」ということを前提としています。しか
し、国内企業の行動が外国競争者に影響する以
上、国内企業がホーム国の課税に影響されれば、
外国企業も間接的に影響を受けます。したがっ

て、この前提には問題があると批判されていま
す（James Hines, Reconsidering the Taxation
of Foreign Income, ６２ Tax Law Review ２６９,
２７５（２００９））。

また、CEN の考え方は、世界全体でみた厚
生の最大化を目的としています。これに対して、
開き直りに近い批判もあります。「どうしてグ
ローバルな厚生を基準にするのか、一国限りの
厚生最大化を狙えばよいではないか」、という
わけです（Michael J．Graetz, Taxing Interna-
tional Income : Inadequate Principles, Out-
dated Concepts, and Unsatisfactory Policies,
５４ Tax Law Review ２６１,２７６（２００１））。

�３ CON
議論の風向きを変えるきっかけとなったのが、

資本所有の中立性（CON）という新しい基準
です。これは、Mihir Desai 教授と James Hines
教授が提示したもので、資本資産の効率的な所
有を問題にします（Mihir A．Desai and James
R．Hines, Jr．, Old Rules and New Realities :
Corporate Tax Policy in a Global Setting, ５７
National Tax Journal ９３７, ９５５（２００４））。ひら
たくいいますと、工場などの実物資産を内国企
業が所有するか外国企業が所有するかに対して
税制が中立的である、ということです。

CON が CEN と異なるのは、資産が誰に所
有されているかに着目し、資本所有の効率性を
問題にする点にあります。一方で、CEN は、
資本供給が固定されていると前提し、限られた
資本をどの場所に振り向けるかに着目していま
した。そのうえで、軽課税国に過大な投資がさ
れ、高課税国に過少な投資がなされることを防
ぐため、ホーム国が「全世界所得課税＋外国税
額控除」により調整を行うべきであるとしてい
たのです。

他方で、CON は、この前提をとりません。
いまや、対外直接投資といっても、更地から事
業を立ち上げることは少なく、M＆A などによ
って既存の無形資産を買うことが増えています。
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問題になるのは、その資産を誰が所有すれば最
も効率的に稼働するか、という点だというので
す。

この見地から、CON は、政策論上、次のよ
うな処方箋を導き出します。それは、①すべて
の国が国外所得免除を行うか、あるいは、②す
べての国が「全世界所得課税＋外国税額控除」
を採用するか、このいずれかが望ましいという
ものです。

�４ 理論的枠組のゆらぎ
この話はだいぶ抽象的です。いろいろな仮定

や前提の下で成立する理論モデルの間の争いで
す。現実の租税政策の立案に対して、具体策を
提供するものではありません。しょせん、「頭
字語の争い（battle of acronyms）」です。

しかし、学問上の論争は、長期的なスパンで、
政策形成にじわじわとインパクトをもちます。
従来の理論的枠組に疑問が提示され、知的風景
が変わりつつあることを、理解しておく必要が
あるでしょう。

２．多国籍企業の選択

�１ 選択可能性の利用実態
では、租税政策の指針を得る上で、何がポイ

ントになるのでしょうか。それは、現在の多国
籍企業にとって、次のような点について選択可
能性があることだと考えます。ここでいう選択
には、経済実態の変更が伴うものや、税務上の
形式的な選択など、いろいろなレベルのものが
あります。
＊事業形態。事業形態として、法人形態をとる

のか、非法人形態をとるのかは、企業の自由
です。海外の完全子会社をパス・スルー事業
体にすれば、税務上の効果としては、支店を
設けたことと変わりません。

＊会社の居住地。内国法人になるか、外国法人
になるかも、かなりの部分、選択できます。
Bill Gates は１９７５年に米国のニュー・メキシ
コ州でマイクロソフトを設立しました。しか

し、当初からバミューダで設立していたとす
れば、米国の納税額はもっと少なかっただろ
うという冗談があります。

＊資金調達。資金調達のやり方として、株式と
負債のいずれを用いるかも、選択できます。
支払配当は損金不算入で、負債利子費用は損
金算入ですから、どちらを用いるかで税収に
影響します。これが国境をまたぐと、税収の
落ちる国が異なってきます。子会社が配当を
支払うと子会社のところで法人税がかかるの
に対し、子会社が利子を支払うと子会社のと
ころでは法人税がかかりません。多国籍企業
としては、軽課税国で株式による資金調達を
し、高課税国で負債による資金調達をするの
が、プランニングとして得策になります。

＊所得源泉。所得源泉についても、どのソース・
ルールを適用するかは、取引の法形式により
ます。たとえば、土地を直接に貸し付けると
不動産所得が国内源泉所得に該当する場合に、
その土地を保有する会社を設立して配当を受
け取れば配当所得に関するソース・ルールが
適用される、といった具合です。
こういった選択可能性は、それぞれにそれな

りの理由のある線引きによるもので、どれを選
ぶかは企業の自由です。ところが、これを組み
合わせることによって、どの国でも課税されな
いいわゆる無国籍所得（Stateless Income）が
生じます。

昨年の秋、Google の税務戦略が大変な話題
になりました（Jesse Drucker, Google ２．４％
Rate Shows How ＄６０ Billion Lost to Tax
Loopholes, Bloomberg, Oct．２１,２０１０）。いわゆ
る Double Irish Dutch Sandwich というスキー
ムです。名前のとおり、ふたつのアイルランド
会社の間にオランダ会社を介在させます。まず、
費用分担契約によって米国からアイルランド持
株会社に無形資産を移転し、全世界からの使用
料をこの会社に集める。ところがこの子会社の
居住地がミソで、バミューダで管理支配してい
るためアイルランド税法との関係では外国法人
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とされ、アイルランドの法人税がかかりません。
もちろん、バミューダでも法人税がかかりませ
ん。さらに、租税条約を利用して源泉税を減ら
すため、アイルランド会社を持株会社と事業会
社に分け、両者の間にオランダ会社を介在させ
る。米国連邦税法との関係では、オランダ会社
も、アイルランド孫会社も、パス・スルー事業
体にしておきます。このスキームによって、Goo-
gle の会計上の利益に占める納付税額の割合は、
わずか２．４％で済んだと報告されています。

この話は、Google だけのことではありませ
ん。同様のやり方は、米国に本拠を置く他の多
国籍企業も、広く採用しているといわれていま
す。つまり、米国が全世界所得課税をたてまえ
としているといっても、企業の選択可能性が幅
広い結果、実態はこのようになっているわけで
す。

�２ 国外所得の課税に特有の考慮
国外所得の課税に特有の局面に限っても、多

国籍企業には次のような選択肢があります。
＊日本で稼得した所得を日本と外国のいずれに

投資するか
＊外国に投資する場合においていずれの国に投

資するか
＊外国で発生した収益から日本に配当するか外

国で再投資するか
全世界所得課税との関係でとくに注目すべき

が、外国税額控除方式が相手国における企業の
納税行動に与える影響です（Daniel Shaviro,
Rethinking Foreign Tax Creditability, in Mi-
chael Lang et al．ed．, Tax Treaties : Building
Bridges between Law and Economics ３６３
（IBFD,２０１０））。全世界所得に課税し、外国税
額控除をフルに与える制度の下では、外国政府
に納税しても、日本政府がその分を返してくれ
ます。ですから、多国籍企業としては、外国税
額を減少させることに、あまり熱心にならない
でしょう（米国がホーム国の場合の具体例とし
て増井良啓「複数国による源泉地課税の競合―

Procter & Gamble 事件を素材として」税務事
例研究１２０号３５頁（２０１１年））。これに対し、日
本政府が国外所得を免除すると、多国籍企業と
しては、現地で納付した税金があとで戻ってこ
ないことになります。そのため、外国政府への
納税がよりシビアなコストとなってきます。

このことを、各国政府の立場からみるとどう
なるでしょうか。日本が全世界所得課税をする
ということは、世界中どこで所得が発生しよう
と、最低限、日本の税率で課税することです。
進出先の税率が日本よりも低ければ、差額を日
本が課税する。こうなると、進出先の国として
は、日本と同じ水準までは課税するのが税収確
保の上で合理的なはずです。ですので、全世界
所得課税をとることは、法人税率引き下げの租
税競争に対する歯止めとなるはずでした。

しかし、現実はそうなっていない。純粋に全
世界所得課税を貫く国は存在せず、子会社形態
ならば能動的所得は繰り延べています。よりテ
リトリアル方式に近い国のほうが多数です。そ
ういう中で、進出先の国々がこぞって法人税率
を引き下げてきたわけです。

�３ 論者の議論
多国籍企業のこういった実態を踏まえるのが、

海外における最近の立法政策論の特徴です。
はっきりと企業の選択可能性に着目している

のが、米国の識者です。一方で、Daniel Shaviro
教授は、法人の居住地について選択可能性が拡
大していることを踏まえ、テリトリアル方式へ
の 移 行 が 望 ま し い と し て い ま す（Daniel
Shaviro, The David R．Tillinghast Lecture,
The Rising Tax―Electivity of U．S．Corporate
Residence, ６４ Tax Law Review ３７７（２０１１））。
他方で、Edward Kleinbard 教授は、いきつく
先が課税の真空に他ならないという認識の下に、
困難な道ではあれ、なおも全世界所得課税がい
いとしています（Edward Kleinbard, Stateless
Income’s Challenge to Tax Policy, １３２ Tax
Notes___（２０１１），available at SSRN : http : //
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ssrn.com/abstract=１８７５０７７）。これらは、政策
提案としては、違う方向を向いています。共通
するのは、多国籍企業に選択の可能性があるこ
とを直視しているところです。

これについては、米国特有の状況――たとえ
ばチェック・ザ・ボックス規則により法人と非
法人の扱いを選択できる点など――を割り引い
て考える必要はあります。しかし、企業の選択
が可能な範囲で、日本の議論においても参考に
なります。日本でもかねてより、村井正教授が
「mobility 型税法」というコンセプトの下で、
越境する可動性を念頭において自国課税管轄の
喪失のおそれを立法的に防止するやり方をとら
えています（村井正編著『教材国際租税法（新
版）』４２頁（信山社、２００６年）。

３．真の問題は何か

�１ 大人の政策論
このように見てきますと、この問題を検討す

るおりに気をつけるべき点が明らかになってき
ます。資本輸出中立性といった考え方を教条的
に適用するのは、やめたほうがいい。かといっ
てテリトリアル方式への移行に向けて手放しで
旗を振ることにも、問題がある。

むしろ本当の難しさは、大人の政策論をしな
ければならないところにあります。すなわち、
日本の置かれた経済状況に照らして、全世界所
得課税という原則をどう修正するか、というこ
とです。当初から子会社形態について課税が繰
り延べられており、修正されていたのです。こ
れを土台として、ここ数年でさらに修正を加え
たわけです。ですから、この修正のやり方をど
うファイン・チューニングしていくかが問題で
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す。

�２ 自由な選択と課税権の確保
この観点から取り組むべき真の問題は、いか

にして企業の選択を阻害しない形で、課税権を
確保できるかということです。

昨年秋に、税制調査会の専門家委員会は、国
際課税に関する「論点整理」（２０１０年）を公表
しました。そこでは、広く門戸を開く open
doors policy と、強い垣根をめぐらす strong
fences policy の間で、バランスをとるべきだ
と書かれています。

このことを、いまお話しした点にそくして展
開すると、次のようなことになります。すなわ
ち、一方で、多国籍企業の諸々の選択に対して
税制が阻害的効果をもたないようにすべきであ
る。他方で、国の課税権を確保するための手だ
てを講ずるべきである。この両者のバランスを
とらねばなりません。

�３ プレッシャー・ポイント
バランスを考える上で、いくつかのプレッシ

ャー・ポイントがあります。現行法にもいろい
ろな弱点がありますが（松田直樹「外国子会社
益金不算入制度創設の含意―移転価格と租税回
避への影響に関する考察を中心として」税大論
叢６３号１頁（２００９年））、よりわかりやすい例と
して、国外支店の所得免除をみてみましょう。
先ほど述べたように、外国子会社からの配当を
非課税にするのみならず、国外支店の稼得する
所得を課税除外する国があります。英国のよう
に、最近その方向に踏み切った国もあります。

それでは、仮に日本法が内国法人の国外支店
を所得免除としたらどうなるでしょうか。たし
かに、こうすれば、子会社形態と支店形態の間
の選択に対して、税制のバイアスが減るでしょ
う。しかし、非課税範囲を広げることは、課税
権から離脱する可能性もそれだけ広がるという
ことです。

そこで、次のような点が問題となります。

＊国外支店に帰属する利得の範囲をどう決定す
るか。この問題は、租税条約の事業所得条項
が OECD モデル租税条約新７条のように改
正された場合の対応という形で論じられてお
り、現行法の外国税額控除の下では控除限度
額について検討されています（伴忠彦「OECD
モデル租税条約新７条と外国税額控除の制
度・執行の見直し」税大ジャーナル１６号１６３
頁（２０１１年））。これが、国外支店免除方式の
下になると、いったん国外支店に帰属する利
得であるとされると、その範囲がそのままそ
っくり日本で非課税になるわけです。制度上
も、執行上も、大きなプレッシャー・ポイン
トとなるでしょう。

＊移転価格税制は、現在、国外関連者との間で
適用されます。これに対し、国外支店を免除
すると、支店に所得を移転することで日本の
課税が及ばなくなります。外国支店を国外関
連者とみなすなどして、移転価格税制を拡充
する必要がでてくるのではないでしょうか。

＊費用控除のあり方も問題です。いま、日本で
資金を借り入れて、国外支店に資本拠出し、
その支店が所得をかせいだとします。問題は、
日本の税率が支店所在地国よりも高い場合で
す。一方で、日本の法人所得から借入金に伴
う利子費用が控除され、高い税率の下で大き
な税額が減少します。他方で、国外支店のか
せぐ所得は、より低い外国税率に服します。
これでは、いともたやすく租税裁定ができて
しまいます。もし日本政府が課税権を防御し
ようと考えるのなら、費用控除について、現
在よりも厳格な立法措置が必要になるでしょ
う。

＊CFC 税制についても、軽課税国に子会社を
おく場合だけでなく、軽課税国に支店を置く
場合を含めて、対応が必要になるでしょう。
実際、英国では、そのためのコンサルテーシ
ョンが進行中です。

＊テリトリアル方式への移行をすすめると、内
国法人も外国法人並みに国内源泉所得にのみ
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課税することに近づきます。そこで、本題か
らやや離れますが、さらに一般的な課題とし
て、より強靱なソース・ルールを立案し、所
得源泉の内外区分の人為的操作に対抗しなけ
ればならないかもしれません。たとえば、不
動産保有法人の設立によって不動産所得を配
当所得に転換するのは、実物資産から金融資
産への組み替えの例です。金融資産の内部で
の組み替え、たとえば株式の配当から債券の
利子への転換などは、より容易に生ずるでし
ょう。こういったことは現行法の下でも生じ
ており、テリトリアル方式に特有の話ではあ
りませんけれども、国内源泉所得の範囲をど
う画するかが問題でありつづけます。この観
点からは、外国投資家の保有する公社債の利
子など、足の速い金融所得について、租税特
別措置法上の非課税措置が恒久化しつつある
という事実を、正面から本則として受け止め
ることを検討すべきかもしれません。
このように、一口に国外支店免除といっても、

複数の局面をにらんで、企業選択の自由という
要請と、課税権の確保という要請を、折り合わ
せなければなりません。

�４ 企業にとっての環境変化
企業の側にとって、国外支店を課税免除する

と、現在とはだいぶ状況が変わってまいります。
＊先ほど申し上げたように、日本政府が外国税

額控除を与える現行法と異なり、現地国の課
税がよりシビアなコストになる可能性があり
ます。

＊支店の事業から欠損金が発生した場合も問題
です。理屈をいえば、黒字になっても国外所
得免除であれば、赤字になっても課税の対象
から除外するのが、内外区分を一貫すること
になります。この点がながらく問題になって
きたのが、オランダです。現行法は、国外損
失を取り戻すやり方です。オランダ法人が国
内所得を７５かせぎ、国外支店が国外所得を２５
かせぐと、オランダは２５を免除し、７５のみを

課税の対象にします。これに対し、オランダ
法人が国内所得を１００かせぎ、国外支店がそ
の事業年度に２５の欠損金を認識すると、現行
法の下では、マイナス２５をカウントし、その
年の課税の対象を７５としています。ただし、
あとの事業年度において国外支店が黒字を計
上したら、２５までは国外所得免除の対象にし
ません。欠損金に相当する部分を取り戻すわ
けです。現在、このやり方を改正して、国外
支店に赤字が出てもカウントしないこととす
る方針が示されています。ただし、EU 法と
の関係で、支店を最終的にたたむときにはじ
めて支店損失をカウントすることになるよう
です（P．M．Smit et al．, Netherlands Govern-
ment Bites the Bullet : Fiscal Agenda ? Tax
Policy and Reform Announcements, Bulletin
for International Taxation Vol．６５, No．９,
５０８（２０１１）, at ５１２）。
このように、国外支店免除を検討すると、い

ろいろな点が連動して問題となります。それぞ
れがなかなか面倒な問題で、一筋縄ではいきま
せん。

�５ 付随する重要論点
付随する重要論点でありながら、あまり意識

して関連づけられていない点もあります。ひと
つは地方事業税の扱いであり、現行地方税法の
下ですでにして国外事業は免税です。いまひと
つは外国事業体の性質決定であり、外国法人に
該当するか否かの扱いをどう明確化していくか
です。いずれも、全世界所得課税をどこまで及
ぼすかに密接に関係します。

�６ 中期と長期の区別
さらに視野を広げれば、課税権を調整するた

めに、各国がばらばらに分権的な解決を行うこ
とには、もともと限界があります。本来は、欧
州の CCCTB が目指しているように、各国の
ベースを揃えて税収をシェアするといったやり
方がベストでしょう（CCCTB については村島
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雅弘「欧州における連結法人課税標準の統一―
これまでの議論と今後の展望」国際税務３１巻７
号６８頁（２０１１年））。これが難しい中で、一国の
みでも何とかできないか、模索が続いています。
抜本的な資本所得課税の改革の青写真を描くの
が英国の Mirrlees Report で、支払配当につき
みなし利子費用控除を認める ACE の構想や、
仕向地主義のキャッシュ・フロー法人税に切り
替える構想にふれています（岩崎政明「国際的
資本移動に対する課税方法」財団法人企業活力
研究所『マーリーズ・レビュー研究会報告書』
７８頁（２０１０年）、青山慶二「マーリーズレビュー
と源泉地ベースの国際資本課税」フィナンシャ
ル・レビュー１０２号５２頁（２０１１年））。これらは、
長期的な改革のための青写真です。

これに対し、冒頭に申し上げたように、日本
を取りまく中期的な課題としての法人税制のあ
り方を考える上では、既存の法人税制を出発点
とせざるをえません。似たようなことをいって
いるのが、ドイツの Wolfgang Schön 教授です。
彼は、国際租税政策には絶対的な真実が存在し
ないとして、セカンド・ベストのアプローチし
かないとしています（Wolfgang Schön, Interna-
tional Tax Coordination in a Second―Best
World（Part I, Part II, Part III）, World Tax
Journal, Vol．１, Issue１, ６７；Vol．２, Issue１,
６５；Vol．２, Issue３, ２２７（２００９―２０１０））。あま
り夢のない話ではありますが、現実的なボトム
ラインはこのあたりなのかもしれません。

Ⅴ．まとめ

まとめます。日本法は、内国法人の全世界所
得に課税します。この課税原則について、近年、
修正の度合いが強くなってきています。諸外国
の中にも、テリトリアル方式に近づく税制改正
をした国があります。その背景として、「資本
輸出中立性対資本輸入中立性」といった伝統的
な対立図式に、変化が生じていることがありま
す。この中で、今後の方向性を考える際には、
多国籍企業に幅広い選択可能性があることを重
視すべきであると考えます。その際、真の問題
は、企業の選択を阻害しない形で、課税権を確
保できるか、その微妙なバランスの取り方にあ
ります。

研究報告には、パンチのきいた提案型もあれ
ば、状況を俯瞰する整理型もあります。本日の
ご報告は整理型でしたので、多くの皆さまが、
具体的な提言に乏しいとお感じになったかもし
れません。しかし、どのようなスタンスで考え
るべきかを基本から問い直すことが、いままさ
に必要とされています。国際課税のいわば「根
っこ」の部分が動きつつある中で、今後とも基
礎的な検討を続けてまいりたく存じます。本日
の報告は、これで終わります。

［追記］研究大会の当日、報告の直後にフロア
とのディスカッションの時間が与えられ、谷隆
二氏、今村隆教授、駒宮史博教授、山田二郎教
授ほかの方々から、口頭でご指摘をいただいた。
そこで、当日の報告原稿に若干の点を加筆した。
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